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まとめ
　1871年3月18日の早朝、パリ・モンマルトルの丘へ政府軍がむかった。民衆から集めた寄付金
で製造した、国民衛兵の大砲を奪取するためである。
　この日の朝について、大佛次郎は「未明には氷のような雨が降っていた。（中略）朝日が昇る中
に、警鐘が打鳴らされた。（中略）モンマルトルの丘は白い光につつまれていた。」1と述べている。
未明の冷たい雨の後、朝日が射す頃には雨は上がり、丘は早春の陽射しに満ちていたのである。こ
のような朝の空気をついて、最初に行動を起こしたのは女性たちである。　
　H.リサガレーは、「大革命の諸事件のように、最初に女たちが腰をあげた。籠城で陽焼けした三
月十八日の女たちは――彼女たちはみじめさを二重に割り当てられていた――亭主たちを待っては
いなかった。彼女たちは霰弾砲をとり囲んで係の隊長に詰問する。「ひどいじゃないの！あんた達、
そこで何してるのよ。」兵士たちは黙っている。時折り下士官が、「さあさあ、おかみさん達、むこ
うへ行ってくれよ」という。その声は荒々しいものではない。彼女たちは退かない。」と描写し、
政府軍による作戦の遂行が女性たちの手によって阻まれつつある状況を綴っている2。事態は騒擾
状態になりつつあったのである。その中心にいたのが、女性たちであった。
はじめに
　実際に、女性たちの活動は前年の第二帝政崩壊にともなう民衆組織の形成と同時におこなわれて
いた。9月4日に共和国が宣言され、臨時国防政府が成立すると、第6区では「第6区婦人団結協会」
Société de solidarité des dames du VIe arrondissementが声明を出し3、12日には第5区の区長が
「第5区の女性に対する声明」4を発表、翌13日には第3区でも同様に区内の女性たちに対して区長
1 　大佛次郎『パリ燃ゆ、２』（朝日新聞社、1975年）342、346頁。 
2 　H.リサガレー（喜安朗、長部重康訳）『パリ・コミューン、上』（現代思潮社、1968年）126頁。
3 　Appel de la Société de solidarité des dames du VIe arrondissement (Les Murailles politiques de la France 
pendant la Révolution de 1870-71... complément indispensable de l'Histoire de la Révolution de 1870-71, par Jules 
Claretie. (s. d.). (以下、M.P.F.と略記), p.34).
4 　Mairie du Ve arrondissement aux femmes du Ve arrondissement (M.P.F., p. 43).
2が声明5を出している。これらの声明は、いずれも抗戦の継続と物資の供出、負傷者救護への協力
を女性たちに要請する内容であった。特に、第3区では協力を要請するだけでなく、その協力活動
を実行に移すための、女性たちによる地域の活動組織sectionsの設立をも求めていた6。
　10月に入ると、明確に女性たちが自分たちの意思をもって活動を始めた。10月11日には、「女性
委員会」Comité des femmesが市内全域の女性を対象として集会を通知し7、同じ日に「戦争犠牲
者のための支援協会」Société de secours aux victimes de la guerreが声明を出している8。前者の
主催者にはG.ヴィヴィアンが、後者にはアンドレ・レオが含まれていた。特筆すべきは、この両
者とも女性の社会的地位の改善とともに女子教育の制度的改革を訴える女性社会運動家であり、戦
争による負傷者だけでなく、女性の困窮者への救護と生活支援を運動の目標にあげたことである。
こうして、女性たちの活動は、組織的に展開されていく。その後、11月29日に第1区長による市
内全20区における女性組織の設置提案を経て9、12月10日には前記の「戦争犠牲者のための支援
協会」が物資の支援に加えて、女性のための作業場の設置をおこなった10。夫を、息子を、父を戦
場に奪われた女性たちの多くは、急速に窮乏状態へと陥っていた11。各区に生活支援組織を置くと
ともに、市内全区を組織化し、労働の場を確保することによって女性たちを経済的に自立させよう
という、新たな支援策に着手したのである。この動きを受けたのが第3区と第6区である。第3区
ではパリの名産品を製造する女性たちのために、売り場として区役所を提供し12、第6区の「団結
協会」Association de solidaritéは、女性のための労働と賃金の確保を活動に含めながら、毎週木
曜日と日曜日に公開集会を開催することによって、支援のすそ野を広げようとしていた13。
　こうして、各区と地域が自治組織としての体制を具体的に示しながら、抗戦の継続と民衆自身の
手による自立自助の経験を深めていく一方、国家権力（共和国）を市自治に優先させ、対プロイセ
ンとの和平交渉を進めようとする政府（臨時国防政府）とは徐々に相反ないし敵対的な関係に陥っ
ていく。年が改まり、国民議会選挙を経て第三共和政を確立した政府が、正規軍によって遂行した
1871年3月18日のモンマルトルにおける大砲奪取作戦は、まさにこのような緊張関係からもたら
された不可避の事態だったのである。
　女性たちによる活動はその後、男性有権者だけの普通選挙に基づいてパリ・コミューンが成立
し、パリ自治市政とヴェルサイユに移転した政府側との緊張関係が高まる中で再開される。新たな
女性組織“女性同盟”の登場である。
5 　Mairie du 3e arrondissement, L’ennémie est aux portes de Paris .... (M.P.F., p. 45). 区長ボンヴァレBonvaletは
助役3名（Murat, Cléray et Chavagnat）と連名で、この声明を出した。
6 　Ibid. <... Que nos généreuses Concitoyennes s’organisent donc au plus vite, par quatre ou six sections dans 
chaque Quartier.>と具体的な提案をおこなっている。
7 　Solidarité sociale, Comité des femmes de la rue d’Arras, 3 (M.P.F., Claretie, p. 183).
8 　Société de secours aux victims de la guerre (M.P.F., p. 247).
9 　Mairie du 1e arrondissement, Avis, Une Association de Dames s’est constituée sous le nom de Société de 
secours fies Vingt Arrondissements (M.P.F., Claretie p. 516).
10 Appel au commerce par la Société de secours aux victimes de la guerre (M.P.F., p. 605).
11 国民衛兵の日当は1フラン50サンチームで、家族手当が75サンチームであった。ちなみに、この当時、鶏卵1
個が1フランという物価であった。（E.Thomas, The women incendiairies,  London, Secker & Warburg, 1967, pp. 
31-32）
12 Au profit de atelier de travail pour les femmes fondé dans le 3me arrondissement de Paris (M.P.F., p. 660).
13 Aux dames- du 6 arrondissement, L’Association de solidarité de cet arrondissement s’est constituée dès les 
premiers jours de septembre, en vue de venir en aide aux nombreuses ouvrières (M.P.F., p. 604).
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第1節　「女性同盟」の成立
　“女性同盟”Union des femmesによるものとされる最初の活動は、「パリの女性たちへのアピー
ル」14によって始まった15。4月11日の官報に掲載されたこの声明は、“ある女性グループ”Un 
groupe de citoyennesによると表記されているが、実際にはロシア出身の女性エリザベート・ドミ
トリエフが執筆した16。E.ドミトリエフは、故国を離れて、ジュネーヴでN.G.チェルヌイシェフス
キーたちロシア出身の革命派と交流を持った後に、ロンドンでK.マルクスたちの運動に合流した。
E.ドミトリエフは「コミューンには、全部合わせても、たった二人しかいないマルクス主義者のう
ちのひとりである」と後に評されるほど、ロンドンにいたマルクスとの関係が深かった17。
　このアピールには、明らかにインターナショナル派の影響とみられる表現が随所にあるが 18、
3月28日か29日にパリに到着した後、コミューン議会の発足を目の当たりにしながら、インター
ナショナル派の議員や女性活動家たちと文案を検討し、公表したものである19。パリの女性たち
に向けて、「武器をとれ！祖国は危機に瀕している！われわれの兄弟を虐殺しつつあるのは、ヨー
ロッパの暴君どもの連合軍であろうか？－否、この敵、この人民と自由との暗殺者は、フランス人
なのだ。－万人のための労働と幸福、－人民自身による人民の政府、－コミューンだ、－労働に
よって自由に生きるか、さもなければ、闘争によって死ぬかだ！」と訴えかけたものとなっている
が、文中にはフランス革命期の女性たちのヴェルサイユへの行進を引用するなど、ややアナクロニ
ズムと評されかねない表現もみられる。このアピールは市内の壁に貼られて公表された20。
　この翌日、4月12日、第20区において“女性同盟”は会員の登録を開始し、13日には第2回会議
を開催し暫定中央委員会による計画と戦略を発表、21日には第3回会議を開催した。なお、この間
の14日には、コミューン執行部に対して、「パリ・コミューン執行部に対する女性市民の声明」21
を提出している。この声明は、コミューン執行委員会に対して、女性による組織的な活動を保証
するために、各区に対して恒常的な施設や場所の提供等を命じるよう要請したものである。11日
のアピールが「ある女性市民グループ」による発表であったのに対して、この14日の声明は、「女
14 <Appel aux citoyennes de Paris, un groupe de citoyennes>, Journal officiel de la Commune （以下、「J.O.」と略
す。）(le11 avril 1871), pp. 225-226; 岩波文庫、236－240頁。岩波文庫によれば、このアピールは4月12日に公
表されたものとされている。
15 井手伸雄の先行研究によれば、「4月10日の労働委員会の各区役所に宛てた回状」がパリ・コミューンによる女
性労働に関する「最初の動き」であると述べている。（134頁）この記述の論拠として、L’action des femmes（J. 
Bruhat et al., La Commune de 1871,  Paris, 1960, p.184）を挙げている。
16 C.J.Eichner, Surmounting the barricades Bloomington, Id., Indiana Univ. Press, 2004, p. 71によれば、E.ドミトリ
エフがパリに着いたのは、3月28日か29日である。
17 J.Rougerie, Paris libre 1871, Paris, Seuil, 1971, p.189.　ちなみに、もうひとりはA.セライエSerraillierである。労
働・交換委員会で中心的役割を務めたL.フランケルFrankelは、ここに入っていない。
18 E.Thomas, The women incendiairies,  London, Secker & Warburg, 1967, p. 56.
19 C.J.Eichner, op. cit.,  p. 71によれば、インターナショナル・パリ支部のB.マロンや女性運動の活動家であるM.ル
ルプ、B.ルフェーヴル、コランたちを協議したとされる。
20 Ibid ., pp. 72-73.
21 Addresse des citoyennes à la Commission Exécutive de la Commune de Paris. J.O.,  p. 260. (le 14 avril 1871). 
官報に掲載されている人名表記は、Adélaïde Valentin, Noémie Colleuille, Marcand, Sophie Graix, Joséphine 
Pratt, Céline Delvainquier, Aimée Delvanquier, Elizabeth Dmitrieffである。これに対し、E.トマは、Elizabeth 
DmitrieffとAdélaîde Valentin, Noémie Colleville, Marquant, Sophie Graix, Joséphine Prat, Céline and Aimée 
Delvainquierと表記している。
4性市民中央委員会」comité[Comité] central des citoyennes によるもので、この組織名に続けて
A.ヴァランタンAdélaïde Valentin, ouvrière22、N.コルヴィルNoëmie Colleville, ouvrière、マルカ
ンドMarcand, ouvrière、S.グレー Sophie Graix, ouvrière、J.プラJoséphine Pratt, ouvrière、C.デ
ルヴァンキエCéline Delvainquier, ouvrière、A.デルヴァンキエAimée Delvainquier, ouvrièreと
E.ドミトリエフElisabeth Dmitrieffという個人名に、あえて「女性労働者」ouvrièreであることを
表記している。わずか3日という短い日時を経て、活動の主体を組織として具体化させ、より明確
にしたことになる。ただし、ここでも“女性同盟”ではなく、主体は「女性市民中央委員会」とい
う組織名称である。
　なお、この14日の声明の末尾には、上述した要請が箇条書きで、次のように印刷されている。
１．パリ防衛のための組織化をおこなうために、女性たちが区委員会、中央委員会を設置でき
るように、区役所内に部屋を一室、それが不可能な時は、委員会が恒常的に使用するため
の独立した場所を提供するよう、区に対して命令を発すること。
２．同様の目的のために、女性市民たちが公開集会をおこなえるよう、広い場所を提供するこ
と。
３．女性たちの委員会等が必要と認める、広報のための通知、ポスター、声明を、コミューン
の費用で負担すること。
　この後、4月26日付の国民衛兵第8師団への装備売渡書（2件）には、「女性の労働のための国際
協会」Association international pour le travail des femmesという組織名がみられる23。なお、こ
の文書には四角いスタンプ印が押印されており、「女性の組織化と労働のための協会」Association 
pour l’organisation et travail des femmesと表示されている24。この史料は、女性たちの労働組織
によって生産した製品を国民衛兵に売り渡すという内容の書類で、第8区において女性たちが労働
組織を立ち上げ、実際に業務を遂行していたことを記録した文書である。
　この翌日、4月27日付の「女性同盟、委員会」Le Comité, L’Union des femmesによる、第2区
における物資（馬1頭、車両2両）徴発命令の文書がある25。この文書で、「女性同盟」という記載
が初めて登場する。ただし、この史料は手書きの連絡文書であり、一般に公開し、流通した文書で
はないことに留意しなければならない。
　これら女性たちによる一連の活動は、従来、「女性同盟」もしくは、その活動家によるものと解
釈されてきた。しかし、「女性同盟」として具体的な活動をおこなったといわれる組織は、国防省
文書館が所蔵する史料に限定すれば、少なくとも4月27日までは存在していなかったこと、従っ
て、コミューン議会への要請を通じて区行政と連携し、地域における活動を公的なものとして始め
22 第10区に居住、「女性市民中央委員会」Comité central des citoyennesの代表委員。第11区のプロレテー
ル・クラブ、第12区のサン₋テロワ教会クラブで活動した（J. Maitron (dir.),  Dictionnaire biographique du 
mouvement ouvrier français,  6 vols., Paris, 1961-1971（以下、D.B.M.O.F.と略記), t. 9, pp. 260-261）。プロレテー
ル・クラブの5月20日に発言の記録あり。
23 A.H.G., Ly22, mss.
24 A.H.G., Ly22, mss.
25 A.H.G., Ly22, ms.
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た組織は「女性同盟」ではなかったはずである。
　一方、5月3日になると、労働・交換委員会宛てに、第13区の女性労働者たちが請願をおこなっ
ている。イタリア大通り18番地に住むO.タルディフ以下85名の、女性たちの署名を添えた請願文
書は、各種産業の生産・商業活動が放棄され停止しているために、生活の糧が途絶えた女性たちに
仕事をもたらす計画を提案したものである26。国民衛兵の被服、装備、野営用品の製造に関わる仕
事を、各区に割り当てるようにとの請願を、議員に対する「代弁人」interprèteとしておこなうと
述べている。この請願の宛先が、コミューン議会ではなく、直接の担当部局である労働・交換委員
会宛てであること、この文書に「女性同盟」という組織名が見当たらないことも注目される。同時
に、同区選出の議員への配慮が、請願を議員に対する「代弁人」という立場からおこなっていると
の記述に示されている。女性の労働の組織化は、このように、コミューン議会の投票権も認められ
ない女性たち自身が、地域で自律的に発議したという事実である。決して、議会や議員たちの指導
や指示に基づくものではなかった。また、必ずしも「女性同盟」というパリ市内全域を横断する組
織に依ることもなく、地域の女性組織が中央の組織（コミューン議会、労働・交換委員会等）へ要
求を表明していたことも見逃せない。
　5月6日に発表された、中央委員会による「女性労働者連合協議会」Chambre fédérale des 
travailleusesの結成を呼びかけたマニフェストで、初めて「女性同盟」Union des femmesという
名称が印刷物に使用され、公になっている。原題は「パリ防衛と負傷者看護のための女性同盟中
央委員会のマニフェスト」Manifeste du Comité central de l’Union des femmes pour la défense de 
Paris et les soins aux blessésである。「女性同盟」は、〝パリ防衛と負傷者看護のため”という名
称のとおり、ここでは4月11日の「ある市民グループ」によるアピールよりもさらに強い表現で
ヴェルサイユ側との対決姿勢を表し、ヴェルサイユ側との調停を排除し、徹底抗戦を要求するとい
う激しい内容となった。署名者は、中央委員会執行部ルメルLe mel、ジャキエJacquier、ルフェ
ヴルLefèvre、ルルプLeloup、ドミトリエフDmitrieffである27。
　この後、5月8日の月曜日には、女性同盟中央委員会による第20回公開集会がおこなわれ、5月
10日、12日の女性軍団の創設（第12区長J.Fenouillasが指導）へと進んでいく。5月11日には、第
5区女性同盟委員会Le Comité de l’Union des femmes du 5e arrondissementの書記secrétaireによ
る通行証の発行についての指示があり、5月15日には、女性同盟中央委員会は各区の委員会で女性
労働者が労働の組織化のために登録することができることを通知（Avis）した（第11区）。
　このような女性たちの活動をみていくと、「労働・交換委員会のフランケルによる承認を経ている」
という表記が掲載された、5月17日付けの「女性労働者へのアピール」に戸惑いをおぼえる28。議
26 A.H.G., Ly22, mss.この請願文書の署名欄の先頭には、≪Octavie Tardif, Avenue d’Italie 18, 13eme Arrond.≫と
記されている。O.タルディフは、インターナショナル・パリ支部の第13区（パンテオン）地区会員で、夫とも
に活動した。
27 5月6日マニフェスト（印刷）　中央委員会執行部ルメルLe mel、ジャキエJacquier、ルフェヴルLefevre、ルル
プLeloup、ドミトリエフDmitrieff。インター派（ルメル、ドミトリエフ）Natalie Lemel (6. arr.), Aline Jacquier 
(16. Arr.), Blanche Lefebvre (10. Arr.), Marie Leloup (11. Arr.)は委員会リスト551/657,621,661,662にあり。邦
訳があり、5月6日のマニフェスト（手稿）は、岩波文庫240－243頁「婦人同志たちからのアドレス」。
28 同アピールは翌日の18日にも印刷、公表されているが、こちらのポスターには「フランケルによる承認」の文
言は印刷されていない。何らかの理由で、削除されたのであろう。
6会や議員たちが女性労働の組織化に関与したという印象を与えかねない内容になっているからであ
る。「女性労働者へのアピール」という見出しに続いて、女性労働を組織化し、「女性労働者連合組
合協議会」Chambres syndicales et fédérales des travailleuses uniesを結成する任務を与えられて
いるという記述もある29。このアピールの署名者は、N.ルメルLeMel、A.ジャキエJacquier、ルル
プLeloup、ブランシュ Blanche、ルフェーヴルLefèvre、コランCollin、ジャリJarryたち執行委員
7名とE.ドミトリエフ Dmitrieffである。そして、5月20日には、女性同盟中央委員会による、上記
の「女性労働者連合組合協議会」を結成するための集会（5月21日）の開催通知（Avis）がある。
しかし、その結成趣旨は女性たちによる自主的な活動が既にもたらしたものだったことは、パリ市
内の各地域における女性たちの多様な活動、とりわけ、このアピールより二週間も前に、労働・交
換委員会へ提出されたO.タルディフの請願書を参照すれば明らかである。この他、労働・交換委
員会へ同様の請求をしたE.ドミトリエフ署名の文書、「労働・交換委員会にたいする婦人同盟中央
委員会の請願」（手稿）がある30。この文書は、「女性同盟中央委員会執行部」Union des femmes 
pour la défense de Paris et les soins aux blessés, Comité central, Commission exécutiveと、 レ
ターヘッドが印刷されている。末尾には、「執行部書記長、E.ドミトリエフ」Pour la Commission 
exécutive, le Secrétaire général E. Dmitriefという職名を付した署名があるが、日付はない31。
　さらに、5月19日付けの文書には、〝爆発事件の犠牲者”のための支援を女性委員会Comité des 
femmesを通じておこなうという記載がみられる32。前々日の第7区ラップ街爆発事件で多数の死
傷者が出た折に、女性組織がこの支援にあたったことを示す文書である。この文書の筆者による誤
記でないとすれば、これは、前年の10月に創設された「女性委員会」Comité des femmesが、「女
性同盟」が公的な存在になった後も存続していた可能性を示唆している。
　パリ・コミューンにおける女性たちの活動は、従来、インターナショナル派の影響の下で活動し
た「女性同盟」に関心が集中してきた。しかし、「女性同盟」の成立過程を考察すると、女性たち
の活動は前年の9月、帝政の崩壊とともに始まっていた多様な組織がパリ・コミューンの成立以後
も活動を継続する一方、新たに創生された組織として「女性同盟」が活動を始めたことに気づく。
第2節　組織構造と規約
　国防省文書館には、“女性同盟”の規約類が手稿として収蔵されている33。これらの規約は組織
の中で検討され、それを成案として実際に適用したものと思われる。規約は区ごとの組織に分けて
作成されたものと「女性同盟」として作成されたものがある。区ごとの規約としては、第7区、第
29 Paris libre,  No. 38, le 19 mai, p. 2.
30 A.H.G., Ly22, mss., 2 ff. (3 pp.). Adresse du Comité Central de l’Union des femmes à la Commission de travail 
et d’échange.
31 井手伸雄「1871年のパリ・コミューン下における労働の組織化の試み　－婦人労働の場合－」立正大学文学部西
洋史研究室内酒井三郎博士喜寿記念事業会編『酒井三郎博士喜寿記念世界史研究叢書』1977年、143頁では「日
付がないとされる」としているが、小松善雄「パリ・コミューン期の移行過程論」『立教経済学研究』第61巻、
第3号、2008年、53頁では「この呼びかけに呼応して4月10日、「労働・交換委員会に対する婦人同盟中央委員
会の請願」がなされる。」と述べている。
32 A.H.G., Ly22.
33 A.H.G., Ly22.
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8区、第18区、第19区のものがあり、第7区の規約は、区委員会、中央委員会、一般会員、区委員
会内規の４件で構成されており、他の三つの区は部分的、断片的な規約（区委員会）のみとなって
いる。なお、これら三つの区の規約には、第7区の規約を元に複製された形跡がある。また、これ
らの規約の内容には異同が認められ、第7区区委員会には異版の規約がある。第18区の区委員会規
約は第7区区委員会の元版と異なる点があり、これについては後述する。
　女性組織[女性市民中央委員会]は、前述したように、4月14日にコミューン執行部に対して、各
区における恒常的な組織活動の保証を求めている。同時に、組織としての体制作りの準備を進めて
いた。
　続いて、4月20日には、次のような規約が公表された、とE.トマは述べている34。この規約は、
冒頭に「第7区のために（pour le 7eme arrondiss.）」と記載されたうえで、二つ折りにした1枚の
用紙に表裏4頁に亘って、区委員会、中央委員会、会員の順に記述されている。ただし、この文書
には、“女性同盟”という筆跡も日付もない。「女性同盟、第7区」Union des femmes, VII arrondt.
というスタンプ印が押印されているのみである。
　規約の構成は、区委員会規約（Statuts, Administration des comités d’arrondissement）が10カ
条、中央委員会規約（Administration du Comité central）が16カ条、会員規約（Réglement pour 
les membres de l’Union）が3カ条となっている。さらに、別紙（1枚、表裏2頁）として内規があ
り、区委員会内規（Statuts interieur, Administration du comité du 7ieme arrondissement）が16
カ条で構成されている。
　区委員会の規約は、任務の内容（第1条、a項～ｇ項）、委員会の構成人数（第2条）、委員会の
運営方法（第3条～第7条）、中央委員会との関係（第8条、第10条）、委員会の内規について（第
9条）で構成されている。ここでは、特に中央委員会との緊密な関係が注目される。すなわち、中
央委員会との間における垂直的な指示・命令系統、従属関係を示す条文がある。また、従属関係と
いう点では、政府委員会（パリ・コミューン議会の各種委員会）から依頼される招集業務が含まれ
ている。一方、区委員会の委員の就任（選任）の方法について規定した規約はない。
　中央委員会の規約は、委員会の構成人数、運営方法、政府委員会との関係に関する条文で構成さ
れている。同委員会は、各区の区委員会から選出された派遣委員によって構成され、すなわち20
名の中央委員で構成される。また、中央委員の業務は相当に負荷が大きく、「昼夜を問わず、24時
間体制の下で委員の三分の一が委員会に詰めていること」（第3条）とされ、「委員会の会議は、24
時間に2回以上行われるものとし、詰めている委員全員が出席しなければならない」（第5条）とい
う条項もある。
　以上、規約総体としては、区委員会の活動を規定する詳細な内規（16カ条）もあり、“女性同盟”
の活動主体が区委員会にあったことを彷彿とさせる。そのうえで、中央委員会は全20区の区委員
会相互の調整や連絡をおこない、その結果に基づき区委員会への垂直的な指揮・命令系統を担保
し、影響力をもつ立場にあったものと想定される。なお、運営主体となる区委員会や中央委員会の
規約と比べると、一般の会員についてはごく簡単な規則が存在するのみである。
34 M.P.Johnson, The paradise of association,  Ann Arbor, Univ. of Michigan Press, 1996, p.247では、これらの規
約を、「“女性同盟”の規約」とみなして論述を展開している：E.トマのIncendiaries,p.64、65によれば、La 
Sociale,  le 20 avril 1871で公表された。
8　まず最初に、区委員会の運営に関する規約と、あわせて区委員会の運営内規を検討する。区委員
会の運営が中央委員会と密接な関係性を有していたことは、条項が多数にわたることから示されて
いる。区委員会の運営を定めた規則の第1条は区委員会の任務を規定したものであるが、7項目の
うち4項目が中央委員会との関係業務を規定したものとなっている。これに加えて、第8条と第10
条も中央委員会との関係を定めたものである。続く第2条は、委員会の構成人数を定めている。11
名を委員数とし、うち1名を中央委員会への派遣委員として選任することとしていた。ただし、11
名の委員がどのようにして、その1名を選出するのか、その方法については定めていない。なお、
一般会員の規約にも、区委員会委員の選出等に関する条項はない。ちなみに、一般会員の規約は極
めて簡潔で、3カ条より構成されており、入会金（第1条）、奉仕業務と寄付（第3条）、遵守モラ
ル（第2条）を定めているにすぎない。
　区委員会規約の第4条と5条では、委員の職務体制を定めており、昼夜を問わず三分の一以上の
委員が区委員会に詰めていなければならず、毎日会議を行ない、この会議には全員が出席すること
と定められていた。昼夜を問わずという服務時間を考慮すると、委員は職務に専念し、仕事や家事
との兼務はかなり困難だったものと思われる。なお、第3条の「区委員会は、常設とする」は、4
月14日にコミューン執行部に対して要請した、物理的支援、すなわち施設、場所の提供、確保に
結びついた成果ともいえる。
　区委員会内規（第7区）は、区委員会の職務をさらに詳細に規定している。まず、「すべての委
員は、昼夜を問わず危険に身を晒すものとする」（第1条）としたうえで、「すべての者は、区当局
に従うものとする」（第2条）と規定し、パリ防衛の任務と区行政への忠誠を強調している。その
うえで、「朝は8時に任務にあたり、夕方の7時に退出しなければならない時も、2名が順番で夜の
9時まで詰めなければならない」（第4条）とし、「可能な限り、委員は夕方6時まで勤め、毎日開
催される会議に出席しなければならない」（第9条）と定めている。区委員会規約の第4条で定めて
いる「昼夜を問わず」とは、内規によれば、実際には朝8時から夕方6時までの通常服務と交代制
による夜9時までの服務であることになる。区委員会の第5条で定めている会議への出席義務も、
内規では「可能な限り」とされている。日曜日、祝祭日に際して、事務所は開いておくものの、
「事務所は、日曜日は一日中、すべての祝日は開かれているものとする」（第6条）と定められてお
り、区委員が服務していないことも推定される。土曜日についても、「委員会の各委員は、土曜日
は5時まで勤め」（第11条）と定めているので、夕方5時までの服務であった。この他、内規では
区委員会委員の報酬（内規第15条、日当3フラン50サンチーム）について定めている。
　以上、区委員会の規約とその内規をもとに、区委員会を構造的に考察した。区委員会の委員の任
務を規定する、これらふたつの規則は一見すると厳しくみえるが、内規とあわせて検討すると、そ
れなりの報酬をともなうことによって委員の生活を保障しており、実際的な規則としての意義を有
していた。
　次に、パリの全20区を束ねる中央委員会の規約と組織を考察する。既に述べたように、中央委
員会は区委員会から選出された代表委員20名によって構成された。規約第2条では、常設の委員会
として位置づけられているが、開催条件は8名の発議と10名の承認に基づく（第1条）とされてい
る。服務体制については、「昼夜を問わず、委員会委員の3分の1以上の出席を、常時、義務とす
る」（第3条）と「委員会の会議は、24時間に2回以上行われるものとし、委員全員が出席しなけ
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ればならない」（第5条）とされている。全委員20名のうち7名以上が昼夜を問わず詰めなければ
ならず、24時間に2回開催される会議へは20名全員が出席しなければならないと解釈すべきなの
だろう。つまり、20名のうち交代で7名が中央委員会へ詰め、会議の開催は20名の都合を調整し
て開催するということになる。しかし、実際に、この条文に従って実行に移したとすると、各委員
のスケジュール調整はかなり煩雑だったはずである。
　その会議について、議題として採択するには「すべての提案、すなわち、公開集会の議題を取
り上げるためには、委員会の委員10名以上の賛同を得るものとする」（第7条）としたうえで、決
議は「招集された委員会における事前の審議と委員会の委員の過半数以上でなければおこなわれな
い」（第4条）とした。議事の進め方についても、「議長は、委員会の委員による交代制とし、会議
ごとに更新するものとする」（第6条）とし、発言は「最長で10分とし、同じ発言者による同じ質
問は1回の会議で2回までとする」（第8条）ときめ細かく定めていた。ここまで考察したところで
は、会議の進め方は、構成員全員が平等の立場で参加している形式をとっている。しかし、規約の
第11条では、「委員会は、その内部で、救護と炊事を担当する政府委員会と交渉を行なう7名の委
員によって構成される執行委員会 une commission exécutireを選出し、任命する。この執行委員
会は、区委員会に伝達する時には、政府委員会より必要な指示と情報を受け取るものとする」と定
めており、政府と交渉を行なうことを専門とする委員とし、7名から成る執行部を設定している。
各区の代表者を集めた組織が中央委員会であったとすれば、さらにそこから代表者（執行委員会）
を選んだことになる。これらの執行委員会のメンバーは、実際に5月6日と18日のポスターに記載
されている。5月6日のマニフェストには執行委員5名の名前が、5月18日のポスターには7名の名
前が印刷されている。しかも、この7名という人数は、中央委員会に「昼夜を問わず」詰める委員
の人数（第3条）と重なる。偶然の一致かも知れないが、この7名が中央委員会を動かす実質的な
メンバーであったことも考えられる。この条文が実際に適用されているとすれば、上記のマニフェ
スト（5月6日）の委員会にあてはまる。
　さて、「女性同盟」は、〝パリの防衛を任務とする”ことになっており、軍事的貢献を行なう規約
を公表、中央委員会規約第14条ｃ項「戦闘を行なう女性市民の石油と武器の購入。万が一の場合
は、武器の配布はくじ引きでおこなわれる」と規定されている35。先に挙げた、第7区の委員会規
約の異版でも、その前文および条文の中でバリケードの構築について定めており36、同規約第1条
a項ではこう述べている。
a．救護もしくは炊事、バリケード構築に従事する準備ができている女性の登録業務。
　以上から、「女性同盟」は、女性たちを自立した労働者として組織化し、さらに市街戦を想定し
た武器（銃、石油）の配布までを活動範囲としていたことが、規約の考察から明らかになった。ま
た、コミューン議員や区（第17区）行政委員と比較しても、その勤務体制は厳密であったものと
想定される。
35 J.P.Johnson, op.cit.,  p.247. この点についてはC.エイクナーとJ.P.ジョンソンでは見解が分かれている。
36 Ly22には。また、第18区の委員会規約の第1条a項でもバリケード構築について規定している。
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　コミューン議会では、「議員の会議は、毎日午前10時から始め、各委員会のために市役所に常駐
すること」37とし、「議会は午後2時から始めて、各委員会の会議は夕方7時から始めることが提案
され、これを承認した」38ことが審議記録に残っている39。なお、市議会議員は1831年3月21日
法以来、無給とされており40、パリ・コミューン議会もこれを踏襲したものと思われる。
　前述したとおり、区委員は区委員会が「昼夜を問わず、3分の1以上が出席しているものとする
（第4条）」としたうえで、「少なくとも毎日1回は会議をもつこと。この会議には、委員会のすべて
の委員が出席すること（第5条）」とされていた。就労時間は、「朝は8時に任務にあたり、夕方の
7時に退出しなければならない時も、2名が順番で夜の9時まで詰めなければならない（第7区委員
会規則、第4条）」とされており、一週当たりの就労時間は、議員や後出の区行政委員と比較して
も長い。また、毎日、終日勤務する委員たちの手当てを、第7区区委員会では3フラン50サンチー
ムとしていた。確かに、国民衛兵の日当が1フラン50サンチームであったことと比較すると41、か
なりの厚遇ともいえるが、女性労働者が多かった被服関係、繊維関係の平均的な収入層の分布値を
示す統計42とほぼ一致していることから、手当てを決めるに際し、いわゆる世間相場を勘案したも
のと思われる。さらに重要な点は、産業活動や商業活動が滞っていたことである。プロイセン軍に
よる攻囲とそれに続くヴェルサイユ側との対峙によって、市内の商工業、産業施設の多くが所有者
によって放棄され、女性たちは生活の糧である労働の場を失っており、支給される手当は重要な収
入源となっていたはずである。
　この他、規約の存在は確認できないが、女性の存在が認められる行政組織がある。第1区、第12
区、第18区の行政組織である。
　第1区の警察調査史料には、「女性同盟」のメンバーとして、13名の名前が挙がっている43。
これらの女性のうち、5名（ブランベールBlambertベスト縫製業、シャンジュールChangeur
ネクタイ縫製業、ラングロワLanglois職業不明、メイェ Maillet [Maillot]お針子、マレイユ
Mareille[Mareslle, Elisa]職業不明）が「20区小委員会事務局」secrétariats des s-comites des 20 
arrondissementsのメンバーのリスト44に名前がある。
　第12区では各種の行政業務として、「救護・炊事業務職員」（全員女性）8名が任命されている。
この内訳は、薬剤師1名、救護3名、衣類1名、炊事3名という業務分担である45。これら区の中央
業務と併行して、「ピクピュス街衣類工場」に3名、「困窮者支援委員会」にも3名が任命されてい
る。いずれも女性である。全体としては、「女性同盟」の活動と比較して、軍事活動に関する組織
37 1871年4月6日議会（G.Bourgin et G.Henriot, Procès-verbaux de la Commune de 1871,  2 vols., Paris, 1924, 1945.
（以下、「P.V.C.」と略す), t. 1, p. 132; J.O.,  le 6 avril）。
38 1871年4月7日議会（P.V.C., t. 1, p. 143）。
39 議会の開催時間について、このような審議がおこなわれたが、議事録に記載されている記録を確認すると、開始
時刻が午後3時以前であったことはほぼ皆無で、長引く審議のために、議会そのものの開催が深夜におよぶこと
が度々あった。従って、午前中から開催する議会、議会終了後の委員会の開催などほぼ不可能であったことが推
測される。
40 長井伸仁「議員とその資産」『社会経済史学』67巻6号、2002年3月、66頁。
41 J.O.,  p. 114 (le 1 avril, 1871). 
42 Statistique de l’industrie à Paris: resultant de l’enquête faite par la Chambre de commerce pour l’année 1860, 
Paris, 1864, Tableau général, salaire par jour, résultat par groupe d’industries.
43 A.H.G., Ly27. 1er Arrondissement, Union des femmes, Ecoles.
44 A.H.G., Ly22. Secretariats des s-comites des 20 arrondissements
45 A.H.G., Ly27.12e Arrondissement, Commission Municipale ou Comité de la rue d’Aligre.
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以外はほぼ同様の活動組織を第12区の行政のなかで機能させていたことになる。これら14名の女
性たちは、「女性同盟」の構成員リストとまったく一致しない。同区では「女性同盟」と類似する
組織を設置しつつも、「女性同盟」とは一線を画した組織を存在させたことを示唆している。
　第18区の女性組織は、「女性委員会」Comité des femmesという名称で組織されていた。この委
員会を構成する5名の女性全員が、「女性同盟」のメンバーリストと一致する。ただし、警察史料
によれば、この組織は、上記のとおり、同区では「女性委員会」と称されていたことに留意しなけ
ればならない。前年10月に発足した女性組織が、名実ともに存続していたことを示唆している。
　以上、「女性同盟」の諸規約を考察し、さらに議会議員、区行政委員の行動規範となる規則等を
対照し、その差異や特徴を確認した。これによって、「女性同盟」を含む女性組織が地域の行政組
織、民衆組織（監視委員会、クラブ等）と密接な関係（区委員会内規第2条）を保持しつつ、コ
ミューン議会とその各種機関に対して請願などにより民意を示していたことを組織と構造面から確
認した。各区の監視委員会や民衆クラブが区ごとに、あるいは組織ごとに独立しており、パリ市内
全区を横断する組織ではなかったことに比べ、女性同盟は各区の自立性は確保しつつも、前述し
たとおり、中央委員会への求心力は規則上（区委員会規約第1条、第8条、第10条）、明確だった。
それは、男性と異なり、参政権が保障されていなかった女性たちによる、直接形式をとる政治行
動、人民主権の行使のひとつの形態でもあった。
第3節　構成員のプロフィール
　1860年代のフランス女性解放運動の草創期を画したともいわれる、アンドレ・レオ（1824－
1900）、M.ドレーム（1828－94）、L.ミシェル（1830－1905）、P.マンク（1839－1901）たちは、
女性の人権、教育、労働の権利を求めて、組織化を図った。同時に、N.ルメル（1827－1921）の
ように、1860年代中頃からインターナショナル・パリ支部の活動に加わり、社会主義運動に積極
的に参加する女性もいた。
　1866年には、M.ドレーム、P.マンク、L.ミシェルは協力して、「女性の権利協会」Association 
pour le Droit des Femmesを設立。その後、女性運動は具体的テーマに取り組む。1868年には、
P.マンクが「女性労働者友愛協会」Société fraternelle de l’ouvrièreを立ち上げ、女性の政治的権
利を擁護し、女子教育の改革を目指す運動をM.ドレーム、アンドレ・レオとともに展開し、帝政
崩壊後の1870年10月以降は、民衆クラブの集会に出席、特に第18区、第20区で活動した。
　帝政崩壊を機に、市内各所で活発に展開された民衆運動が試練を乗り越え、やがて国防政府と
の決裂を経て成立させたパリ・コミューンが、各区に設置された監視委員会や民衆クラブと密接
な関係を結ぶ区行政組織によって権力の執行が可能とされたように、「女性同盟」が各区で区委
員会を組織し、そこから選出された中央委員会によって、活動を開始したのは、それまでに蓄積
された多様な女性運動という基盤に支えられていたからである。直接的には、1870年9月以降に
活動を開始した女性組織である「女性委員会」等の女性自身による自律的な組織が先行していた
という経験があったことも見逃せない46。この点、多くの先行研究はこれの事実を軽視するか、
46 E.Thomas, The women incendiaries,  London, 1967, p. 62では、「これら両組織を支持者の社会的出自で比較する
ことは不可能である」と述べている。
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ほとんど触れないことが多い。あたかも、ロンドンにいるK.マルクスがE.ドミトリエフをパリ・
コミューンの成立後パリに派遣し、パリの女性たちを集めて「女性同盟」を組織し、パリ・コ
ミューン内部のインターナショナル派と協力しつつ活動したかのような言説が広く流布されてき
た47。しかし、この時期のパリの女性たちの活動は1860年代からの継承であり、帝政崩壊を機
に、労働の組織化などの具体的な活動に既に着手していたのである。「女性同盟」は、こうした
女性組織の活動家たちの協力があって初めて発足できた。
　それは、「女性同盟」の委員のなかに、多数の「女性委員会」のメンバーを見出すことができる
ことからも明らかである。「女性同盟」が各区においた小委員会s.-comitéの事務局secrétariatを、
「女性委員会」の発起人のほぼ全員が務めている。
　1870年9月10日には、第8区でJ.アリクスが女性組織を支援する活動を開始している。この活動
には、4名の女性が参加したことが知られており、そのうち2名が後の「女性委員会」Comité des 
femmesの構成メンバーとなっている48。この「女性委員会」の設立趣意書には、労働の組織化に
関するグループ、教育に関するグループ、生活支援に関するグループという三つのグループに分か
れて活動すること49、代表者26名の女性たちの氏名、住所と既婚、未婚の敬称（Mme., Melle.）が
区ごとに記され、既婚者19名、未婚者7名で構成されていたことが記されている50。
　10月11日、市内各区で1800名以上の賛同者と160の委員会が参加して結成した「女性委員会」
が、公開集会を告知し、出席を呼びかけた。また、同日には「戦争犠牲者の救護協会」Société de 
secours aux victimes de la guerreが、対プロイセンとの戦争によって亡くなった兵士の遺族の救
済を呼びかけ、ルモニエ女子職業学校（5校）を食品、食材の提供場所として呼びかけている。な
お、同協会の会長としてジュール・シモン夫人の名が記載され、アンドレ・レオたち8名が協会役
員として名を連ねていた51。
　この時期に、同じ地域で活動したのがL.ミシェルである。L.ミシェルは、同年11月、「第18区女
性市民監視共和委員会」Comité républicain de vigilance des citoyennes du XVIIIe arrondissementの
議長に選出され、昼間は第18区ウドン街Houdon24番地の女子学校の校長を務め、夜はパトリ₌ア
ン₌ダンジェ・クラブで活動した。パリ全20区に監視委員会がインターナショナル・パリ支部の主
導で設置され、これらの委員会が男性を中心に運営されていたのに対して、第18区では女性たち
によって共和主義の理念の下、女性たちだけによる監視委員会が設置されたのである。L.ミシェル
は、翌年の3月18日の騒擾の際には、騎兵銃をもって現場へ駆けつけたことで知られる。コミュー
ン発足後には、前記の女性監視委員会にL.ミシェルを加えた代表団の名前で、次のように、女子
のための職業学校の設置を求めている。
　
47 J. Bruhat et al., op.cit.,  pp. 177-178.
48 1870年9月7日のJ.アリクスの社会的コミューンの宣言に、キルテKilther（第5区）、Mme.グレフGreffe（第11
区）、Mlle.セイタンCeytain（第11区）、Mme.セイタン（第11区）たち4名の女性が賛同した。後に、Mme.グ
レフGreffeとMlle.セイタンCeytainが「女性委員会」のメンバーになった。
49 Ly22, Comité des femmes de la rue d’Arras, 3には、全20区の女性メンバーリストが掲載されているが、2種類
の文書があり、第11区、第12区、第18区のメンバーが異なっている。
50 Ly22.この設立趣意書に日付はない。
51 ジュール・シモンは、この時期、国防政府の閣僚を務め、公教育大臣に就任した。
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パリ、共和暦79年ジェルミナル13日　[1871年4月3日]
シトワイヤン・コミューン議員たちへ
　私たちは、私たちの息子が王様による殺戮の群れになり、娘が情欲の餌食にならないように
するために、修道士と修道尼による学校と孤児院に代えて、非宗教の職業学校と孤児学校を直
ちに設置されることを、精力をこめて要求する。私たちは、自由な人びとが永久に世界共和国
を求められるようにするために、すべての人々が教育を受け、職業を身につけること、大地が
血で肥沃にもはやならないこと、路上の堕落が売春婦によって満たされることのないことを、
望んでいる。
共和国か、しからずんば、死か！
サリュー、平等！
女性市民の共和主義監視委員会のために
代表団署名：Louise Michel, Poirier, Cartier, Dauguet, Baugrand, Bussard, Lemaine, Dupré, 
Chauvière.
Louise Michel, 24, rue Oudot, Montmartre, Paris.
　この要求書には、余白に「公役務委員会へ回付renvoyé à la Commission des services publics」
というコメントが書かれている。また、丸いスタンプには、監視委員会、共和主義女性市民、第
18区と記されている。この要求書は、L.ミシェルたちがコミューンの事務局へ持参したところ、
「公役務委員会」への回付が適切と判断されたのだろう52。「公教育委員会」ではないのである。公
教育というテーマの要請にもかかわらず、この要請書は公役務委員service publique会へ転送され、
公教育委員会instruction publiqueへは届けられていない。
　この他、N.ルメルは、1860年代中頃より、共同食堂施設「マルミト」をパリ市内に設立し、労
働者の食事の改善を図ることによって、草の根の労働運動に着手していた。1870年5月にはイン
ターナショナル・コロンブColombes地区組織の連絡書記を務め、9月以降は医学校クラブ（第5
区）を中心に、サン₋ジェルマン₌ログゼロワ教会クラブ（第1区）、トリニテ教会クラブ（第9区）、
ノートルダム₌ド₌ラ₌クロワ教会クラブ（第20区）でも活動した。とりわけ、アンドレ・レオは女
性解放運動の言論人として、新聞、雑誌に寄稿するなどジャーナリズムで活動し、女性活動家とし
て理念と行動の両面における運動を展開、幅広い支持者を集めた。
　第13区ではO.タルディフが区全体の女性労働組織をまとめていた。彼女は、インターナショナ
ル・パリ支部のパンテオン地区委員会の連絡書記でありながら、女性同盟という組織の中では中央
委員を務めていた。この第13区の区委員会委員のうち8名が小委員会の書記でもあった。
　5月3日、O.タルディフは、自身を含め85名の女性たちの署名を集めて、直接、パリ・コミュー
ン労働・交換委員会へ請願書を出している53。注目すべきは、この請願に際して、「女性同盟」中
央委員会を経由した形跡がないことである。請願の内容は以下のとおりである。
52 公役務委員会の役割は、郵便、電信、交通、鉄道といった公共事業を担当しており、公教育委員会は教育の非宗
教化を任務としていた。このような役割分担からすれば、L.ミシェルたち第18区の女性監視委員会の要請を公役
務委員会へ回付したことは、明らかに判断の誤りであり、適切な処理ではなかった。
53 A.H.G., Ly22.
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労働、交換委員会のシトワイヤンへ
　私たちには、是非とも仕事が必要です。なぜなら、私たちの父も、夫も、息子も家族を扶養
することができないからです。この仕事は、競合を避け、時間の無駄を避け、子どもをぞんざ
いにするという最悪の不快さを避けるために、各区に割り当てるべきでしょう。
　私たちは、そのため、コミューンの議員に対する代弁人となるために、あなた方に明確に請
願することにしました。
　この他、直ちに実施可能な仕事である、国民衛兵の被服関係、装備関係、野営関係の仕事
があるはずです。それを、私たちに教えてくれたのは、市民ボシェリCitoyen Beauchery54
であり、示唆してくれたのは、被服製造のための手縫い作業を請け負っている市民Citoyen 
Fabre55です。そこで、委員会の代表委員の皆さんが迅速な解決策を示す権限を有しているな
らば、どうぞよろしくお願いいたします。
　この請願には、夫や息子、父たち稼ぎ手である男性が不在であることによる困窮という状況を説
明するにとどまらず、女性の立場からの要求がつづられている。また、当時の女性たちを代表する
職業として、被服、繊維労働者という立場が示されており、子育てをする環境として仕事場と住居
の距離の近さを保証する手段として区ごとに仕事を割り当て、分散させることを要求しつつ、母性
という重要な立場が同時に示され、かつその保証を求めていた。
　このタルディフの請願は、ドミトリエフによるものと推定されている女性同盟中央委員会のパ
リ・コミューン労働・交換員会への請願といくつかの共通点がある。後者には日付がないものの、
タルディフの請願は、それよりも先行していたのではないだろうか。これら二つの請願を比較して
みると、例えば一部が重複した表現で述べられている。それは、女性たちに仕事を割り当てるに際
し、まずは国民衛兵の被服、装備、野営用品の製造をあげている点である。このような具体的で細
部の事項を要求しつつ、より包括的な請願としているのが、後者のドミトリエフによるとされてい
る請願である。ちなみに、国防省文書館の史料の配列は、女性組織に関わる一件書類としてまとめ
られた史料群のなかで、タルディフの上記文書の後に、ドミトリエフの前記文書が続いている56。
　「女性同盟」が、第2節で考察したように、中央集権的な組織であったことを前提にすると、第
13区の女性組織は独自の活動を展開していたことになる。これらの署名者の中には、O.タルディ
フOctavie Tardif（紳士既製服業）57を始め、A.ルゲAnnette Legai（ブーツ縫製業）、シャントラ
54 A.H.G., Ly22.の「パリ、1871年5月3日、労働・交換委員会のシトワイヤンへ」<Paris, le 3 mai, 1871, Citoyens 
de la Commission du Travail et de l’Echange>に掲載されている。署名者にも同一の姓の女性がみられることか
ら、夫婦か親子による関係者である可能性がある。
55 A.H.G., Ly22の「第18区民主社会主義クラブ、クラブ会員名簿」<Club democratique et socialiste du XVIIIeme 
arrondissement, Liste des membres du Club>に名前が掲載されている。
56 タルディフの史料には5月3日という明確な日付があるが、ドミトリエフの史料には日付がない。この点につい
て、井手は「これは婦人同盟中央委員会が労働委員会に提出した建白書で、エリザベート＝ドミトリエフの署名
があり、彼女の手によって作成されたものと考えられるが、残念ながら日付がないとされる。」（井手、143頁）
と述べているが、小松は「そしてこの呼びかけに呼応して4月10日、「労働・交換委員会に対する婦人同盟中央
委員会の請願」がなされる。」（小松、53頁）と述べ、日付を断定している。
57 インター派（D.B.M.O.F., t. 9, p. 174）。
パリ・コミューンの女性たち　－「女性同盟」を検討する－　15
ンChantrain（職業不明）、バンスBinse（お針子）たち、第13区に居住する女性同盟中央委員が含
まれていた。
　その他の区についても、区委員会委員でありながら、区小委員会委員を兼ねていた例をみるこ
とができる。第11区、第12区と第18区を例にとってみると、第11区ではM.ドゥドー Doudeau, 
Marguerite, Mlle. が、「女性委員会中央委員会」のメンバーであると同時に、「女性同盟区小委員
会」のメンバーであった。第12区では、パリ₌モワーヌParis-Moine, Mme.ベイネ Beyner, Mme.
の両名とも、両組織のメンバーである。第18区では、デュザイェ Dusallet, Mme. ブロBrot, Mme. 
アルドゥワンHardouin, Mmeは3名全員が、両組織のメンバーであった。すなわち、「女性同盟」
の中核となる区委員会[区小委員会]を構成していたメンバーの多くは、前年から女性たちを経済、
教育、福祉の側面から支援体制を築き、組織化してきた「女性委員会」のメンバーでもあった。そ
して、彼女たちは、同委員会と共通の活動テーマをもった多くの共和主義的な傾向の組織と協力関
係を保ちつつ、その内部にも多様な組織を地域ごとに展開していたことになる。いくつかの区で
は、地域行政の中に“女性同盟”を組み込んでいたことは、第2節で紹介した。
　では、「女性同盟」の執行部はどのような人物だったのだろうか。女性市民中央委員会の「暫
定」執行部7名を列記すると、A.ヴァランタンValentin58 、N.コルヴィルColleville59、マルカン
Marcand60、S.グレー Graix61、J.プラPratt62、 C.デルヴァンキエDelvainquier63、A.デルヴァンキ
エDelvanquier64、E.ドミトリエフDmitrieffである。4月14日の「暫定」執行部65の委員たちは、
第10区と第11区の民衆クラブで活動していたA.ヴァランタンを除くと、いずれも他の史資料では
みられない女性たちである。いわば、無名の女性たちよって構成されていたのが、この「暫定執行
部」であったということができる。
　5月6日のマニフェストには、N.ルメルやE.ドミトリエフたち5名が署名人として、「女性同盟」
の執行部として印刷されている。以下、列記すると、N.ルメルLemel、A.ジャキエJacquier66、
B.ルフェーヴルLefèvre67、M.ルルプLeloup68、E.ドミトリエフDmitrieffである。このように、中
央委員会規約第11条に定めた「執行委員会は7名により構成する」という要件が満たされていない
が、これらの5名は、いずれも中央委員会委員に間違いはない。
58 Adélaïde Valentin, (10. Arr.) , D.B.M.O.F., t. 1, pp. 260-261.プロレテール・クラブ（第11区）で活動。クラブ議事
録（5月20日）に発言記録あり。第12区のサン₋テロワ教会クラブでも活動した。
59 Noémie Colleville, （2.arr.), D.B.M.O.F., t. 5, p. 148.
60 Marcand, (3. Arr.) , D.B.M.O.F., t. 7, p. 243、リネン製造業。
61 Sophie Graix, D.B.M.O.F., t. 6, p. 228.
62 Joséphine Pratt, D.B.M.O.F., t. 8, p. 242.
63 Céline Delvainquier, D.B.M.O.F., t. 5, p. 299.
64 Aimée Delvanquier, D.B.M.O.F., t. 5, p. 299.
65 この執行部を、E.トマは“Central Committee of the Union des Femmes was provisionally appointed”（Incendiaries, 
p. 56）と述べている。官報（260頁）では、“Pour les citoyennes déléguées, members du comité central des 
citoyennes”という組織名の後に7名の委員の名前が続いている。
66 Aline Jacquier (16. Arr.), D.B.M.O.F., t. 6, p. 368.女性同盟第16区代表の中央委員。仮綴じ製本工。
67 Blanche Lefèvre (10. Arr.),第17区バティニョル地区のサン・ミシェル教会で開かれた社会革命クラブで夫とと
もに活動した。婦人帽子製造職人（D.B.M.O.F, t. 7, p. 82）によれば、洗濯女とされる。
68 Maria Leloup (11. Arr.).第11区代表の中央委員。職業不詳（D.B.M.O.F., t. 7, p. 108）ではMarceline Leloupとさ
れている。
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　5月17日の「女性労働者へのアピール」には、前記のマニフェストに2名（コラン69、A.ジャリ
70）を加えた7名が署名人として、印刷されている。5月6日と17日のマニフェストとアピールに
署名した執行委員たちは、第6区、第10区、第11区、第16区、第17区から選出された中央委員
であり、第16区のA.ジャキエ以外は全員が労働者地区に属し、女性労働者として製本工、仮綴
じ製本工、婦人帽子工などいずれも家内制工業に従事していた。
結論	
　これまでの検討をまとめ、結論としたい。
　最初に、「女性同盟」の成立の経緯について述べたい。
　第1節では、パリ・コミューンにおける女性の活動は、コミューンの成立によって始まった訳で
はなく、前年9月からの市内各区における女性の活動がコミューン成立後も継承されることによっ
て「女性同盟」が発足し、先行していた女性組織と併行して活動していたことを明らかにした。ま
た、「女性同盟」がインターナショナル派の影響を受けつつ、パリ・コミューン期の女性組織を指
導したという見解を批判的に論じた。
　攻囲戦に続く、内戦によって日常生活の困窮が深刻さを増すなかで、「女性同盟」とその先行組
織が女性たちに対するさまざまな支援策を検討したことは本文で論じたところである。一方、4月
22日のコミューン議会では、各区における公的扶助のために調査委員会Commission d’enquête
を立ち上げるべきかという審議がようやく開始された。収入が途絶え、飢餓と寒さに震える女性た
ちとその家族のための支援に関する検討に遅まきながら着手したのである。
　F.オスタン（第19区選出議員）は「この委員会を、戦闘で亡くなった国民衛兵の妻や孤児となっ
た子どもの救済のために、正式に立ち上げることを要求する。日々、われわれは区行政が機能し
ていないことに気づかされている」と発言している71。しかし、この件では、すでに4月10日のコ
ミューン議会で寡婦や孤児に対する年金、養育について議論したうえで布告を出し72、4月16日の
コミューン議会では、G.ルフランセが戦死した国民衛兵の妻への給付金の支給を提案している73。
さらに、18日のコミューン議会ではこの委員会を担当する委員としてA.ヴェルデュール、G.ルフ
ランセ、B.マロンの3名を任命しているのである74。一方、4月11日に第4区で公けにされたビラ
には、前日のコミューン議会で決定し布告した命令décretに基づいて、同区における調査委員会
の委員を選出するために国民衛兵の出席を要請する声明が同区選出のコミューン議員5名（C. ア
ムルー、A. アルヌール、A. クレマンス、E. ジェラルダン、G.フランセ）の連名で既に発表されて
いる75。そして、4月17日の官報には、第11区において調査委員会が正式に設置され（4月13日）、
69 Collin, 生没年、経歴不明（D.B.M.O.F., t. 5, p. 148）。
70 A. Jarry. (17. Arr.), D.B.M.O.F., t. 6, p. 378. によれば、représentant le XVIIe arr., Aglaé Jarryと表記されてい
る。
71 J.O.,  pp. 368-369. (le 22 avril 1871)；C.V.,  P46012.
72 Ibid.,  pp. 158-162. (le 10 avril 1871).
73 Ibid.,  p. 239. (le 16 avril, 1871).
74 Ibid.,  pp. 272-275. (le 18 avril, 1871).
75 C.V.,  P45935.
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その事務所を発足させた（4月14日）という声明が掲載されている76。
　これよりも早いのが、第10区の行政委員délégué à l’administration de la Maire、A.モロー
（Moreau）の声明である。コミューン議会における上記決定の3日前、4月7日に公けにされたこ
の声明ビラには、9日から、戦死した国民衛兵の寡婦、孤児、家庭に対する支援のための特別事務
所を開設することを通知しているのである77。この他にも第15区が4月18日以来、同種の支援業
務をおこなっている旨を住民に知らせる通知78、第10区における支援業務の紹介79がみられる。
こうしてみると、公的扶助を目的とした区行政に関して、コミューン議会自体では議論はあって
も実行がともなわず、同時に各区では現状に対応するために組織的な対応がすでに進んでいたこ
とが示唆されている。実際に、警察調書をみると80、第8区では寡婦年金調査委員会Commission 
d'enquête pour pension aux veuvesが設置され、6名の委員が任命されており、第12区でも23名、
第19区の調査委員会Commission d’enquêteでは1名が同様に任命されているのである。その委員
の構成をみると第8区の委員は、ブシェ（Boucher）、ブレザン（Bouraisin）、プラン（Poulain）、
ブリュドム（Prudhomme）、リシャール（Richard,）、ヴォワニエ（Voignier）らの名前があがって
いる。ブシェは3月16日に同区で選挙管理委員会の委員に選ばれた経験があり、同区内における
行政活動の実績があった。第19区の委員会はそのための職員を雇用し、E.ブルドゥル（Bourdoul）
という名の職員1名が充てられている。
　地域や区行政における、死傷した国民衛兵の家族への支援のとり組みは、このように始まった。
包囲期に女性たちが模索しながら組織化した支援組織が、コミューンの成立後に、地域と区行政に
おいて公的なかたちで取り組みが始まり、その後にコミューン議会でパリ全市を対象とするに至っ
たプロセスがここに示されている。この構図に限ってみれば、さまざまな社会問題があるなかで、
困窮家族への支援は女性たちによって先鞭をつけられ、その後に公的な社会政策とされたことにな
る。同じことが、未成年の女子に対する職業教育を中心とした、女子教育の改革活動についても言
えることは、L.ミシェルたちの活動の事例で述べたとおりである。「女性同盟」の厳密な成立時期
を確定しないまま、「女性同盟」だけに適度な存在理由を与えてきた従来の見解は修正する余地が
ある。
　次に、規約の分析をとおしてみた「女性同盟」の組織上の特色について述べたい。
　「女性同盟」が、規約の構成上からみても、区を活動単位としていたことは、本文で述べたとお
りである。第7区では、詳細な区委員会規約と内部規約が存在した。そこで、「女性同盟」の区委
員会と区行政の区委員会の活動を対比するために、それぞれの区の両区委員会の規約statut（「女
性同盟」）・規則reglement（区行政）を比較したいところであるが、残念ながら規約と規則の双方
76 J.O.,  pp. 287-288. (le 17 avril, 1871).  第11区は戦死した国民衛兵の遺児のための特別の学校を設置するため調査、
委員会を設置し、物理的かつ精神的に支援することを布告。拙稿「パリ・コミューンにおける民衆メディアと公
権力」『専修史学』第61号（2016年11月）、50-52頁で詳説した。
77 C.V.,P45876.
78 Le Cri du Peuple,  no. 69. (le 9 mai 1871).
79 Ibid.
80 A.H.G., Ly16, Ly27, Mss.
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の記録が揃って残されている区はない。ここでは、第7区の「女性同盟」の規約類と第17区、第
11区の区行政の区行政に関する史料を参照することにしたい。
　「女性同盟」の第7区委員会は、内部規約第2条において、区行政への厳格な服従を規定してい
る。その理由は不明だが、パリ・コミューン下の区委員会[区行政]、特に17区の区委員会がコ
ミューンとの関係を重視している姿とは対照的である。区行政の区委員会は、区選出のコミューン
議員を通じ、あるいは直接的にコミューン議会に対して責任を負うことになっていたからである。
　第17区では、「第17区区役所委員会規則」Commission communale du XVIIe arrondissementと
いう区行政をおこなう委員会の規則を定め、行動規範とした81。規則の内容はコミューン議会で審
議された区行政のための委員会組織そのものについての規則である。全部で7か条と補則、付記事
項より構成されている。
　第1条では、区役所の主要業務を11に分類し、それぞれに責任者名を定めている。第2条では、
委員会の議長をコミューン議員が務めることになっているが、不在の場合は委員同士の互選で議
長を選ぶことができるとされている。第4条ではコミューン議員はいつでも委員会を召集する権利
があること、補則では、コミューン議員は交代で区役所に宿直することを定めている（4月13日
決定）。第3条と第6条は委員の義務を定めたもので、委員会への出席、受け持ち業務に関する文
書による報告義務について述べている。第5条では、委員はそれぞれの受け持ち業務について、コ
ミューン議会に対して義務を負うとされている。
　このように、第17区では委員会の運営が、区において選出された委員に一定程度委ねられてい
た反面、その業務はあくまでもコミューン議会から委任されたものであること（第5条）を明記し、
区行政が住民に対してコミューン議会から独立して責任を負う体制をとっていない点が注目される。
　一方、第11区については、西岡芳彦の論考「パリ・コミューンにおける地域組織の形成」によ
れば82、第17区の動きとは若干異なっている。西岡は第11区において「小評議会」が成立する過
程を考察し、区の行政組織を定めたパリ・コミューン議会の決定は「文言自体が曖昧」であり、区
の行政組織の権限も「法的にきわめて曖昧」であったと指摘したうえで、区行政組織の創成過程で
はコミューン議員は中心的役割を演じておらず、国民衛兵や警察関係の人物たちが軍事、警察権力
の立場から区行政組織を形成しようとしたと指摘している。
　これら第17区と第11区の区行政からみえてくることは、区によって行政の権限と責任の所在に
差異があったという事実である。ただし、両区は行政側が主体性をもっており、第17区のように
コミューン議会に最終的な責任があると規定していても、それはコミューン議会から要求されたも
のではなく、第17区の区行政側がそのように規定していたのであり、あくまでも、下部から上部
の組織に向かって、行動規範を定めていたのである。
　これを「女性同盟」と比較してみると、それぞれの組織が区行政を活動の場所としていたこと
が共通していたことがまずあげられる。あくまで、地域における組織だったのである。その一方
で、区行政に従事するのはほぼ全員が男性であり、3月26日のコミューン選挙の有権者であったと
81 Rougerie, <L’A.I.T. et le mouvement ouvrier à Paris pendant les événements de 1870-1871> ; A.H.G., Ly27, 
ms.には第17区のこの規則についての警察調書として、Bozier文書とMartine文書があり、その内容は細部にお
いて若干異同がある。
82 西岡芳彦「パリ・コミューンにおける地域組織の形成」『明学佛文論叢』39、2006年、42頁。
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いう事実である。コミューン議会は、男性だけの有権者によって成立した。そのヒエラルヒーに
従って、区行政の責任者は、男性たちによって選出されたコミューン議員が必然的に務めることに
なる。この結果、コミューン議会では、選出された議員が議会による決定と選出区における区行政
のはざまで常に揺れ動くことになった。逆に女性たちは、そのようなディレンマから解放されてお
り、区委員会を地域における活動単位として改革を進め、必要に応じてコミューン議会の中枢行政
機関である各種委員会へ要求をおこなったのである。この点、女性を英雄視するだけにとどめ、パ
リ・コミューンに内在した女性に対する差別という暗部から目をそむけることはできない。
　最後に、「女性同盟」を構成する人物のプロフィールと当時の女性像に触れてみたい。
　選挙権もなく、政治の権力構造から排除された人々、それであるにもかかわらず自身の生活と家
族の生活を維持することが求められた人々、それが女性たちのおかれた立場であった。
　T.ルアの統計（1872年）によれば、この時期のパリの成人女性（20 ～ 60歳）の人口は、約63
万２千人（独身率40％）で83、少し前（1860年）の商工会議所の統計によれば、パリの女性労働
者は約10万５千人であった。職種別では被服関係と繊維関係が男性労働者数を上回り、それぞれ
60.5％、57.2％、同様にパリ特産品という職種では男性41.8％、女性49.1％、未成年者9％という割
合であった84。労働者全体の性別では、男性約28万６千人（68.6％）、女性約10万５千人（25.3％）、
16歳未満男子1万９千人（4.6％）、16歳未満女子６千人（1.5％）である85。産業別の女性の識字率
をみると、建設労働者が60％で最も低く、貴金属関係労働者が95％で高い、女性労働者の就業比
率が高い被服関係、繊維関係ではそれぞれ89％と79％であった86。文字情報による知識の取得や
発信、交換、拡散を必要とする流通関連の職業が製造、生産関連の職業より識字率を押し上げてい
ることがうかがわれる。前述した1870年末の第3区におけるパリの名産品を製造する女性たちのた
めに、売り場として区役所を提供した取組みはこのような、産業構造における男女、未成年の就業
者数比率が反映されている。
　当時の諷刺画には、「女性同盟」を始めとする女性組織の参加者が〝石油女”pétroleuseや女権
論者等々のイメージとして描かれ、流布されていたが、「女性同盟」の多くの会員たちはごくあり
きたりの職業をもった労働者であった。国防省文書館に所蔵されている史料（Ly22シリーズ）で
収集した延べ1,400名弱の女性の職業のうち、主な職業名と人数を列挙すると、お針子が最も多く
326名で、次に生地製造業（139名）、リネン製造業（108名）、ズボン縫製業（78名）、下着縫製業
（28名）、洗濯業（27名）、婦人帽子屋（11名）、仕立て屋（10名）などが続く。市井に流布された
視覚史料は、この時代の女性に対するイメージがいかにステレオタイプ化したものであったかをよ
く示している。「女性同盟」の中央委員で、職業不詳ないしは無職というのは、M.ピコPicot（第8
区）、Mme.シャントレイルChantraile（第13区）、A.ジャリJarry（第17区）くらいであった。
83 T.Loua, op. cit.,p. 53.成人男性（20 ～ 60歳）は約63万６千人（独身率41％）である。
84 Statistique de l’industrie à Paris: resultant de l’enquête faite par la Chambre de commerce pour l’année 1860, 
Paris, 1864, pp. xxxii-xxxiii.
85 Ibid.,  p. xxxv.
86 Ibid.,  p. xliii
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